











   
 
学 位 の 種 類 博 士 （経営学） 
 
学 位 記 番 号 経博 （経営） 第 132 号 
 
学位授与年月日 平成 31 年 3 月 27 日 
 
学位授与の要件 学位規則第 4 条第 1 項該当 
 
研 究 科 、専 攻 東北大学大学院経済学研究科（博士課程後期 3 年の課程） 
 経済経営学専攻 
 
学 位 論 文 題 目 現代企業の目的と責任：Positive Deviantな企業行動 
 
博士論文審査委員 （主査） 
 准教授  高 浦  康 有 教 授  福 嶋  路 
  准 教 授  山﨑 喜代宏 
 
 









の CSR の取組みが進展し内容を充実させているようである．      
 かつて，CSR は学術的にも日本において 1960～70 年代に公害問題等を中心に議論となったが，


















the top)」（Bower, J. L. , H. B. Leonard, and L. S. Paine (2011), Capitalism at Risk: Rethinking 
the Role of Business, Harvard Business Review Press，峯村利哉訳 (2013)『ハーバードが教える
10 年後に生き残る会社，消える会社』株式会社徳間書店）といわれているが，「より良い世界を構





























業によって取り組まれる CSR との違いは何かを探る意味で市民社会の概念を考察する． 
本論では，この「より良い世界を構築するための競争」を検討する上でのアプローチとして，
Positive Organizational  Scholarship という学問領域の中でみられる positive deviance（ポジテ
ィブな逸脱.以下，PD)の思考方法がその手がかりとなる可能性について考察を加える．PD の特徴









論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
本論文は、Positive Organizational Scholarship(「ポジティブ組織論」、以下POS)にお
けるpositive deviance(「ポジティブな逸脱」、以下PD)の概念を手掛かりに、「より良い
世界を構築するための競争」ともいうべき、現代企業に求められる競争の原理を明らかに
しようとしたものである。まずこれまでのCSR（企業の社会的責任）論や企業倫理学、行動
倫理学、市民社会論など関連諸分野の学問的系譜や実践的展開について検討し、あらたな
企業の競争原理が要請されている資本主義社会の在りようについて概観する。次いで、経
済的利益と社会的利益を同時に追求することを目的とする社会的企業を、逸脱的な企業と
いう意味でPDとして捉え，その事例としてベネフィット・コーポレーションを取り上げる。
そして、こうしたハイブリッド型企業の台頭をふまえ、とりわけ日本での展開可能性と課
題を明らかにすることを通じて、現代における企業が掲げるべきあらたな経営目的に迫る
ことを試みる。  
本論文の意義は、PDの概念を社会的企業（ハイブリッド型企業）に適用してあらたな説明
原理として提示した点にある。これまでPDは企業のCSR活動との関係で議論されることはあ
ったが、明示的に社会的企業との関係で議論されたことはなかった。資本主義体制におけ
る社会的企業をPDの実例としてとらえることで、それらの組織の規範的価値や正統性につ
いてあらたな理解の方法を示し得たといえる。また十分に焦点が当てられなかった、ベネ
フィット・コーポレーションについて詳細な制度的検討がなされており、企業形態論の観
点からも有意義な研究といえる。  
ただし本研究は、理念的にPDの性質を有するものとして社会的企業をとらえたに過ぎず、
実態としてどの程度の逸脱性があるのか、PDの性質を十分に満たすにはどのような要件が
必要となるかなど、実証的な研究が不足しており、ある程度の限界点を有していることも
指摘せねばならない。また、PDを実践すべき現代企業のあり様を議論する際に、国や地域
などの差異を十分に考慮していないという課題もある。そして、企業倫理学やCSR論などの
学問的系譜の整理に多くの頁が割かれているが、POS研究との関連性が必ずしも強くないも
のが散見され、論文としての流れの一貫性にやや難があると言わざるを得ない。さらに、
これら研究史について実際の企業のCSR行動史との関連付けがよりなされたならば、理論と
実践とのダイナミックな関係を深く描き出せたであろうとも推測される。  
しかしながら、上記の指摘事項は今後の研究の進展によって解決されるべき事柄であ
り、意欲的かつユニークな視点で社会的企業の存在意義を捉え直し、あらたな企業社
会の競争原理を提示しようとした本研究の意義を損なうものではない。また本研究は
複数の大学紀要（査読つき）等の論文をもとにまとめられており、一定の学術的評価
を既に得ていることが伺える。  
以上のことから、本論文は博士（経営学）論文として「合格」と判定する。 
 
